
大阪大学産業科学研究所インキュベーション棟企業リサーチパーク利用内規 

 

（趣旨） 

第１条 この内規は、大阪大学産業科学研究所インキュベーション棟企業リサーチパーク 

（以下「企業リサーチパーク」という。）の利用に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用目的） 

第２条 企業リサーチパークの利用は、先端的研究開発基盤と能力を有する大阪大学（以

下「本学」という。）と社会の持続的発展において重要な役割を果たしている産業界との

連携を加速することにより、地域の活性化やイノベーション創出に貢献すると共に、先端

的研究開発における国際的競争力を強化することを目的とする。 

（利用形態） 

第３条 企業リサーチパークを利用するにあたっては、次の各号に掲げるいずれかによら

なければならない。 

（1）共同研究契約に基づく利用形態（以下「共同利用」という。） 

産業科学研究所の教員との国立大学法人大阪大学共同研究規程に基づく共同研究契

約により、企業リサーチパークにおいて共同研究を実施する場合。 

（2）共同研究部門設置に基づく利用形態（以下「共同研究部門利用」という。） 

大阪大学共同研究講座及び共同研究部門規程に基づく共同研究部門の設置に際し、企

業リサーチパークを使用する場合。 

（3）協働研究所設置に基づく利用形態（以下「協働研究所利用」という。） 

   大阪大学協働研究所規程に基づく協働研究所の設置に際し、企業リサーチパークを使

用する場合。 

（4）その他、産研組織並びに産研に関連する学内組織の事業運営上の特別な事情に基づく

利用形態（以下「学内利用」という。） 

   産研組織並びに産研に関連する学内組織が企業リサーチパークを使用する事業運営

上の特別な事情を認めた場合。 

（利用資格） 

第４条 企業リサーチパークを利用できる者は、企業・組合等の団体のメンバー（以下「研

究グループ」という。）で産業科学研究所長（以下「所長」という。）の許可を受けた者

とする。 

２ 共同研究部門利用及び協働研究所利用の構成員。 

３ 学内利用の承認を得た組織の構成員 

（利用申請） 

第５条 企業リサーチパークの利用を希望する研究グループの代表者（以下「研究代表者」

という。）は、所定の利用申請書により、所長に申請しなければならない。 

２ なお、利用を延長又は研究グループを変更する場合は、前項に準ずる。 



（利用許可） 

第６条 所長は、利用の申請があったときは、企業リサーチパーク利用専門委員会（以下

「専門委員会」という。）に諮り、利用を許可するものとする。 

２ 所長は、利用許可等を決定したときは、その旨を研究代表者に通知するものとする。 

（利用許可の取り消し） 

第７条 所長は、企業リサーチパークの利用を許可した研究グループ（以下「利用者」と

いう。）が、この内規及び利用許可条件に違反したときは、利用の許可を取り消し、又は

利用を中止させることができる。 

２ 前項のほか、所長は、企業リサーチパークの運営上必要がある場合は、専門委員会に

諮った上で利用許可を変更し、又は取り消すことができる。 

（利用期間等） 

第８条 企業リサーチパークを利用できる期間は、次のとおりとする。 

(1) 共同利用の場合は、共同研究契約の期間、又は３年間のうち短い方を上限とした期間 

とする。 

(2) 共同研究部門利用および協働研究所利用の場合は、契約書に基づく設置期間とする。 

(3) 学内利用の場合は、年度毎に利用の申請を行うものとする。 

２ 所長は、研究代表者から利用期間延長の申請があったとき、専門委員会に諮り認める

ことができる。 

３ 研究代表者は、利用の許可を受けた後、利用期間を短縮し、又は利用を中止しようと

するときは直ちに届け出て、所長の許可を受けるものとする。 

４ 研究代表者は、許可された利用期間が満了したとき、又は前項に該当するときは、企

業リサーチパークを現状に回復の上、明け渡さなければならない。 

（施設利用上の義務） 

第９条 利用者は、許可を受けた目的及び方法並びに利用許可条件に従い、施設、設備を

常に善良な管理者の注意をもって利用するものとする。 

２ 利用者は、企業リサーチパークの利用に際し、関係法令及びこの内規その他本学の諸

規則を遵守するとともに、業務の安全確保に努めなければならない。 

３ 企業リサーチパークの利用に関しては、「大阪大学産業科学研究所インキュベーショ

ン棟利用の手引き」に従うこと。 

（経費の負担） 

第１０条 研究代表者は、企業リサーチパークの利用に係る経費を負担するものとする。 

２ 前項の負担額及び納付方法は、別に定める。 

（研究施設の改修） 

第１１条 利用者は、原則として研究施設の改修を行ってはならない。ただし、研究遂行

上やむを得ず研究施設を改修しなければならない場合であって、事前に所長の承認を得た

ときは、この限りでない。 



２ 研究施設の改修及び利用後の原状回復に係る費用は、研究代表者が負担するものとす

る。 

（損害賠償） 

第１２条 利用者が故意又は重大な過失により企業リサーチパークの施設、備品を損傷又

は滅失若しくは、この内規及び利用許可条件に違反したことにより損害を与えたときは、

研究代表者はこれを現状に回復、又は当該損害に相当する金額を弁償するものとする。 

（事故等の補償） 

第１３条 利用者の責に帰すべき事由による事故等の補償はしない。 

（雑則） 

第１４条 この内規に定めるもののほか、企業リサーチパークの利用に関し必要な事項は、

別に定める。 

 

附 則 

この内規は、平成２１年１０月１５日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成２２年４月２２日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則 

この改正は、平成２３年１０月２０日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成２７年１１月１９日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成２９年５月１８日から施行する。 

附 則 

この改正は、令和４年４月１日から施行する。ただし、改正前の第３条第２号、第７条

及び第９条第１項第２号については、令和５年３月３１日までの間、なお従前の例による

こととする。 

附 則 

この改正は、令和４年４月２１日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 


